
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.　資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。

２.　固定資産の減価償却の方法

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した

建物付属設備及び構築物については、定額法によっております。

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

３． 引当金の計上基準

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

４． 収益及び費用の計上基準

（会計方針の変更に関する注記）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

当社は主にエンジニア派遣サービスを顧客に提供しています。
エンジニア派遣サービスは、派遣契約に基づき、派遣期間にわたりサービスの支配が顧客に移転すること
から、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断しており、時の経過に基づき収益を認識しており
ます。

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定
会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経
過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しておりま
す。
　当該会計方針の変更により計算書類に与える影響はありません。

賞与引当金　 ･･････････

個別注記表

仕掛品　 ･･････････････

無形固定資産　 ････････

貸倒引当金　 ･･････････

有形固定資産　 ････････



（株主資本等変動計算書に関する注記）

１． 当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 株

２． 剰余金の配当に関する事項

　（１） 配当金支払額

　（２） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

基準日 効力発生日

2023年３月31日 2023年６月９日
2023年６月８日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 960,210 2,270.00

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり

　配当額（円）

効力発生日

2022年６月９日
定時株主総会

普通株式 672,570 1,590.00 2022年３月31日 2022年６月10日

基準日

423,000

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

　配当額（円）


